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第５次八戸市総合計画後期推進計画における注目指標の変更点について 

 
 
【注目指標変更のポイント】 
 １．マニフェストの数値目標については、基本的に注目指標に追加 
 ２．現在の指標のうち、事業効果を図りづらい指標については、より事業効果を図りやすい指標に変更 
 
２．自治体経営の強化 
２－１．行財政改革の推進 

中分類 後期推進計画 前期推進計画 変更理由 

（１）市役所内部の見

直し 

・職員数（公営企業＜病院・交通＞を除く） 

H17 H22 H27 

1,502 人 1,365 人 1,286 人 

（資料）人事課（4月 1日現在） 

・職員数（4月 1日現在） 

H17 H22 H28 

2,225 人 2,113 人  

（資料）人事課 

第 5次行財政改革大綱、中期職員配置計画にあ

わせて、公営企業を除く職員数に変更 

（２）広報広聴体制の

充実と行政サービスの

向上 

・公募委員の目標登用率（10%）を達成してい

る附属機関等の割合 

H17 H22 H28 

75.0％ 64.5％ 100％ 

（資料）行政改革推進課 

・附属機関等公募委員登用率（4月 1日現在） 

 

H17 H21 H23 

6.0％ 5.7％ 10％以上 

（資料）行政改革推進課 

目標の達成度をより分かりやすくするため、公

募委員の目標登用率（10%）を達成した附属機

関等の割合に変更 

資料７（補足） 



-2- 

 
（３）事務事業の見直

しと健全な財政運営の

推進 

・財政調整基金・市債管理基金残高（次年度当

初予算編成後現在） 

H17 H21 H23～28 

20 億円 24 億円 18 億円 

・実質公債費比率（各年度末時点） 

H20 H28 

17.2% 18%以下 

・将来負担比率（各年度末時点） 

H20 H28 

187.5% 200%以下 

（資料）財政課 

・財政調整基金・市債管理基金残高（年度末現

在） 

H17 H21 H28 

33 億円 36 億円  

（資料）財政課 

財政運営の健全性をより分かりやすく示すた

め、財政調整基金・市債管理基金残高を、年度

末現在高から、当初予算編成後の現在高に変更 

 

第 5次八戸市行財政改革大綱にあわせて、財政

健全化指標（実質公債費比率、将来負担比率）

を追加 

 
１．人かがやくまちづくり（教育・文化・スポーツ・国際化・男女共同参画） 
１－１．参加と連携による生涯学習社会の形成 

中分類 後期推進計画 前期推進計画 変更理由 

（１）参加と連携の推

進 

・教育支援ボランティア等登録人数 

 H17 H21 H28 

教育支援

ボランテ

ィア 

468 人 361 人 － 

学校支援

ボランテ

ィア 

0 人 691 人 1,400 人

（資料）社会教育課 

・教育支援ボランティア登録および活動実績人数 

 H17 H21 H28 

登録人数 468 人 361 人  

実績人数 110 人  71 人  

（資料）社会教育課 

平成20年度から学校支援ボランティア制度が新

たに開始されたことから、教育支援ボランティ

ア登録人数に加えて、学校支援ボランティア登

録人数を指標に追加。 

・公民館講座の参加者数 

（資料）社会教育課 

H17 H21 H28 

72,451 人 59,282 人 70,000 人 

・公民館講座の参加者数 

（資料）社会教育課 

H17 H21 H28 

72,451 人 59,282 人 70,000 人 

 （２）生涯学習の充実

 ・公民館のＩＴ講習受講者数 

（資料）中央公民館 

H17 H21 H28 

3,350 人 2,344 人  

戦略プロジェクトから「市民 IT 講習会」を除外

したことから、指標からも削除 
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１－２．学校教育の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４．文化の創造と継承 

（１）芸術・文化活動

の促進 

・八戸市芸術文化施設連絡会公設施設利用件数

H17 H21 H28 

2,662 件 2,600 件 2,800 件 

（資料）まちづくり文化推進室 

・八戸市公会堂入場者数 

H17 H21 H28 

182,400 人 176,660 人  

（資料）八戸市公会堂 

芸術・文化に係る活動の度合いをより分かりやす

く示す指標として、「八戸市芸術文化施設連絡会

公設施設利用件数」に変更 

 
２．活力あるまちづくり（産業・雇用） 
２－１．産業力の強化 

中分類 後期推進計画 前期推進計画 変更理由 

（３）中小企業の経営

支援 

・八戸商工会議所中小企業相談所相談指導件数

H17 H21 H28 

8,647 件 7,273 件 7,200 件 

（資料）八戸商工会議所 

・南部地域中小企業支援センター相談指導件数 
H17 H20 H28 

212 件 207 件  

（資料）八戸商工会議所 

南部地域中小企業支援センターの事業が終了し

たことから、当該事業を継承した八戸商工会議所

の中小企業相談所相談件数に変更 

 

２－５．商業の振興 

（１）魅力ある商業空

間の形成 

・中心商店街（主要８地点）の歩行者通行量 

H17 H21 H28 

50,658 人 24,979 人 52,000 人 

（資料）八戸商工会議所 

（まちづくり文化推進室） 

・中心商店街の通行量 

H17 H21 H23 

181,227 人 110,555 人  

（資料）八戸商工会議所 

八戸市中心市街地活性化基本計画における目標

値である日曜日の歩行者通行量に変更 

 

・「勉強は将来役に立つと思う」と回答した 

児童生徒の割合 

 H17 H21 H28 

小学６年生 88％ 93％ 95％ 

中学３年生 72％ 91％ 90％ 

（資料）八戸市学力実態調査（教育指導課） 

・「勉強は将来役に立つと思う」と回答した 

児童生徒の割合 

 H17 H21 H28 

小学６年生 88％ 93％ 95％ 

中学３年生 72％ 91％ 90％ 

（資料）八戸市学力実態調査（教育指導課） 

 （２）義務教育の充実

・地域密着型教育実施学校数 

（資料）教育指導課 

H17 H21 H28 

0 校 11 校 74 校 

 マニフェストの数値目標を追加 
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２－６．貿易の振興 

（１）貿易支援体制の

充実 

 

・八戸港コンテナ貨物取扱量（空コン含む） 

H17 H21 H28 

30,497TEU 40,161TEU 57,661TEU

※TEU：20 フィートコンテナ換算値 

（資料）八戸港国際物流拠点化推進協議会 

・八戸港コンテナ貨物取扱量（実入り） 

H17 H21 H28 

20,132 TEU 24,970TEU 28,500 TEU

※TEU：20 フィートコンテナ換算値 

（資料）八戸港国際物流拠点化推進協議会 

市では、通常、空コンテナを含む貨物取扱量を公

表数値としていることから、マニフェストの数値

目標でもある「八戸港コンテナ貨物取扱量（空コ

ン含む）」に変更 

 



第２回策定委員会での委員意見への１次案における対応状況 資料８

№
1次案
ページ

計画体系 項目 意見内容 関係課 １次案への対応
１次案

への反映
1 4 戦プロ ①地域活力

1-1
・ブランド化に関するプロジェクトの追加（集
約）

（農業Ｐ、水産業Ｐ、企業誘致・中小企業強化
Ｐに分かれているブランド化に関する施策
を、横断的にプロジェクト一つに集約）

観光課
商工政策課
産業振興課
農政課
農業振興課
水産振興課

・ブランド化の推進に向けた販路の拡大は重
要であるため、「１－１企業誘致・中小企業強
化プロジェクト」に新たに、施策５）として、「地
場産品の販路の拡大」を追加し、八戸ブラン
ドの商標登録や流通への支援事業、物販販
売促進事業、海外販路拡大事業等を掲載し
た。

有り

2 5 戦プロ ①地域活力
1-2

＜１－２．攻めの農業プロジェクト＞
・「施策４）環境に配慮した持続可能な畜産業
の振興」の復活

農業振興課 ・攻めの農業プロジェクトでは、次の視点で
施策立てをしているところであり、
　施策１）産地化の推進
　施策２）地産地消活動の推進
　施策３）農業の担い手の育成・強化
畜産業といった分野による施策立てをしてい
ないため、「施策１）産地化の推進」の中で重
点的に取組むこととし、畜産業振興事業を追
加した。

有り

3 8 戦プロ ①地域活力
1-3

・漁協統合推進事業が完了とあるが、漁業指
導協会に聞いたところ、各漁協どうしで統合
の予定はないが、推進しないといけない時期
でもあり、終了としてよいのか吟味が必要。

水産振興課 ・漁協の合併促進を図ることを目的とした「漁
業協同組合合併促進法」が平成20年3月で
終了し、これに基づく支援がなくなったため、
戦略プロジェクト事業からは削除するが、各
漁協からの情報収集は引き続き行うととも
に、組織の再編等の動きがあった場合には
支援を行うことから、分野別計画（P90）には
事業を掲載した。

有り

4 28 戦プロ ④自治基盤 ・「自治基盤の整備」という表現の修正 政策推進課 ・２次案において、戦略プロジェクト群の名称
を「４．自治力の向上プロジェクト群」に変更
する予定。 無し

2次案
で変更



第２回策定委員会での委員意見への１次案における対応状況 資料８

№
1次案
ページ

計画体系 項目 意見内容 関係課 １次案への対応
１次案

への反映
5 84～

86
分野別 2-2 ＜２－２．農林業の振興＞

・農業と林業の分割
農政課
農業振興課

・基本構想における「分野別計画の方向」に
基づき、「農林業の振興」として一体的に進
めてきており、また、その中では、次の視点
から事業を展開しているため、
　①多様な担い手の育成
　②持続性の高い農林業生産の推進
　③生産基盤の整備
後期推進計画においても、この枠組みを基
本とする。

・なお、現状と課題（Ｐ８６）や主な役割分担
の記述を修正するとともに、林業関連事業を
戦略プロジェクト（Ｐ６）及び分野別計画に追
加することで、農業及び林業の施策を再整
理した。

無し

6 92 分野別 2-3-(2) ＜２－３．水産業の振興＞
・３つの魚市場集約後のあり方を考えるべき
ではないか。
・海業検討会議終了とあるが、漁港だけでな
く、親水空間も含め、どう考えていくのか。
・第一魚市場の周辺は衰退しており、市場も
なくなる。その後の鮫地区はどうなるかなど、
総合計画で触れるべきではないのか。

水産振興課 ・国の水産物流通機能高度化対策事業に基
づく基本計画が平成２０年２月に承認され、
現在ある３か所の魚市場機能を品質衛生管
理の高度化とあわせて館鼻地区に集約し、Ａ
からＤ棟の４つの荷捌き所を整備することと
している。

・Ａ棟及びＢ棟増築部分については、来年３
月の完成に向けて工事を進めており、完成
後はＢ棟既存部分、Ｃ棟、Ｄ棟と順次整備し
ていく予定であるが、現在、国からの支援に
基づき事業を推進している段階であり、今後
も国・県への財政支援を要請しながら事業を
推進していく。

・なお、館鼻地区への荷捌き施設が全部完
成した後の、第一・第二魚市場からの機能移
行は、漁船装備面の対応が必要な部分もあ
り、全てを短期間で移行することはできない
ため、一定期間は既存施設と併用しながらと
なる。

・第一・第二魚市場の機能移転が済んだ後
には、多様な市民意見を汲み取る機会や検
討の場を作り、有効活用方策を検討してい
く。

無し
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３．健康・福祉のまちづくり（健康・福祉・介護・子育て・社会保障） 
３－１．健康づくりの推進 

中分類 後期推進計画 前期推進計画 変更理由 

・国民健康保険特定健診の受診率 

H20 H28 

23.9％ 65.0％ 

（資料）健康増進課 

・基本健康診査の受診率 

H20 H28 

23.9％ 65.0％ 

（資料）健康増進課 

基本健康診査が H19 年度で事業終了したことか

ら、「国民健康保険特定健診の受診率」に変更 

（２）健診・予防対策

の充実 

・各種がん検診の受診率 

 H17 H21 H28 

胃がん 24.7% 25.6% 50.0% 

肺がん 28.9% 29.1% 50.0% 

大腸がん 27.2% 28.2% 50.0% 

（資料）健康増進課 

 「各種がん検診の受診率」を追加 

 

３－２．地域福祉の充実 

（３）人権の尊重と権

利擁護の推進 

・日常生活自立支援事業契約締結件数（累計）

H17 H21 H28 

27 件 67 件 80 件 

（資料）市社会福祉協議会 

・地域福祉権利擁護事業契約締結件数 
H17 H21 H28 

11 件 20 件  

（資料）市社会福祉協議会 

事業名称の変更に伴い、指標の名称を変更すると

ともに、契約が複数年度にわたることから「累計」

に変更 

 
３－３．介護・高齢者支援の充実 

・介護予防プラン作成件数 

H17 H21 H 28 

1,056 件 4,332 件 4,892 件 

（資料）高齢福祉課 

・介護予防プラン作成件数 

H17 H21 H 28 

1,056 件 4,332 件 4,892 件 

（資料）高齢福祉課 

 （１）自立支援の強化

・認知症サポーター数 

H17 H21 H 28 

0 人 3,080 人 13,000 人 

（資料）高齢福祉課 

 マニフェストの数値目標を追加 
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３－５．子育て支援の充実 

・地域子育て支援センターの設置数 

H17 H22 H28 

14 か所 15 か所 16 か所 

（資料）子ども家庭課 

・地域子育て支援センターの設置数 

H17 H22 H28 

14 か所 15 か所 16 か所 

（資料）子ども家庭課 

 （１）子育て家庭への

支援の充実 

・ファミリーサポートセンターにおける相互援

助活動件数 

H17 H21 H28 

― 739 件 1,180 件 

（資料）子ども家庭課 

 3-5-(2)から移動 

・放課後児童クラブ数 

 

H17 H21 H28 

24 か所 32 か所 50 か所 

（資料）子ども家庭課 

・ファミリーサポートセンターにおける相互援助

活動件数 

H17 H21 H28 

― 739 件 1,180 件 

（資料）子ども家庭課 

マニフェストの数値目標を追加 （２）子育て環境の整

備・充実 

・病児・病後児保育施設数 
H17 H21 H28 

１か所 ２か所 ６か所 

（資料）子ども家庭課 

 マニフェストの数値目標を追加 

 

４．環境にやさしいまちづくり（環境・リサイクル・エネルギー） 
４－１．環境意識の醸成 

中分類 後期推進計画 前期推進計画 変更理由 

 ・はちのへエコ大賞応募数 

H17 H23 

10 件 20 件 

（資料）環境政策課 

事業の終了に伴い、指標を削除 （１）環境意識の醸成

・はちのへクリーンパートナーの登録数 

 H17 H21 H28 

団体数 111 団体 184 団体 200 団体

人数 12,302 人 20,085 人 21,000 人

（資料）環境政策課 

・はちのへクリーンパートナーの登録数 

 H17 H21 H28 

団体数 111 団体 184 団体 200 団体

人数 12,302 人 20,085 人 21,000 人

（資料）環境政策課 
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４－２．環境の保全と創出 

（１）自然との共生 ・八戸市民の森不習岳利用者数 
H17 H21 H28 

35,364 人 30,190 人 37,000 人 

（資料）農業振興課 

・青葉湖ウォークへの参加人数 
H17 H21 H28 

325 人 402 人  

（資料）八戸市南郷観光協会（企画総務課） 

自然にふれあう機会の度合いをより示す指標と

して、「八戸市民の森不習岳利用者数」に変更 

 
５．安全・安心なまちづくり（コミュニティ・防災・防犯・居住環境・交通） 
５－４．居住環境の整備 

中分類 後期推進計画 前期推進計画 変更理由 

（２）良質な都市空間

の整備 

・まちなか居住人口 
H17 H21 H28 

4,788 人 4,465 人 4,850 人 

（資料）まちづくり文化推進室 

・まちづくり・景観推進協定の締結数 
H17 H21 H23 

0 件 0 件 3 件 

（資料）都市政策課 

良質な都市空間の整備の度合いを、より示す指

標として、中心市街地活性化基本計画において

目標値となっている「まちなか居住人口」に変

更 

 

 
 



今後のスケジュールについて（事務局からの連絡事項） 

 

 

８月 ６日（金） 

 

８月 ９日（月） 

 

 

 ８月２７日（金） 

 

 

 

 ９月 ６日（月） 

 

 

 ９月 ９日（木） 

   ↓ 

   ↓ 

   ↓ 

 ９月２７日（月） 

 

 

１０月 １日（金） 

 

１０月１５日（金） 

 

 

１０月１８日（月） 

  ～２０日（水） 

 

１０月２１日（木） 

 

・第３回戦略プロジェクト部会 

（地域活力・まちの魅力・地域の安心）・・・戦プロ２次案検討 

・第３回戦略プロジェクト部会（自治基盤）・・・   〃 

 

 

・第４回策定委員会・・・２次案検討 

        ↓ 

  ※調整（メーリングリスト等、正副委員長調整） 

        ↓ 

・後期推進計画（原案）の作成 

 

 

・パブリックコメント開始 

     ↓ 

   （19 日間） 

     ↓ 

・パブリックコメント締め切り 

 

 

・第４回戦略プロジェクト部会・・・（パブリックコメントへの対応）

 

・第５回策定委員会・・・最終案検討 

 

 

・市長へ提出（正副委員長） 

 

 

・議会への報告 

・記者発表 

 

後期推進計画（原案）のパブリックコメント 

資料９ 


